
1　はじめに

　21世紀における状況の変化において，企業，社

会的組織，自治体などの諸組織が社会変動に見舞わ

れている．本稿では，「組織イノベーションの可能

性」に焦点を当て，そこで組織のイノベーションが

地方自治体（行政組織）に何をもたらすか可能性が

あるのかにアプローチしたい．

　本稿においては，まず，日米における自治体組織

に関する諸理論，また近年現れてきた組織イノベー

ション（組織の環境適応や組織間協働）の理解に着

目しつつ，現実のイノベーションをはかりドラステ

ィックな形で住民サービス創出はかった小自治体

（特別目的自治体）をテストケースとして検討する

ことにより，組織のイノベーションというものが地

方自治体（行政組織）に何をもたらすか可能性があ

るのかにアプローチしたい．

79

都市経営　No.13（2020），pp.79-93

前　山　総一郎

要旨
　本稿では，21世紀においての状況の変化において，「組織イノベーションの可能性」に焦点を当て，そこで

組織のイノベーションが地方自治体／行政組織に何をもたらすかを明確に示すために，「特定目的自治体」

（SPG）という，アメリカの小規模の自治体のイノベーションを効率的なテストケースとした．その際，組織

スタディーズの観点から，組織が変動に迫られる場合にあっての「組織の環境適用」（organizational 

adaption）および「協働」（cooperation）を方法的分析ポイントとした．

　テストケースとして，特別目的自治体のうち，「ハウジングオーソリティ」，特に組織イノベーションが明瞭

に起こった「タコマハウジングオーソリティ」（ワシントン州タコマ市）にスポットを当てた．かつて低所得

者への賃貸事業にしか携わっていなかったハウジングオーソリティが，2000年に入ってから社会的変化と連

邦からの圧力とに直面して，組織改革を開始し，１）新しい組織体制の確立，２）新しい開発機能（開発スキ

ル，資金管理スキルなど）の確立，３）諸エージェントとの新たなビジネスラインの確立，という形で新たな

「開発」機能を担い，新しい形へと劇的に変化した過程が確認され，特に三つの類型の「協働」が生起したこ

とが確認された．

　さらに１）自己変革を支える内発的な力，２）組織変革の特徴としての実質的かつ多面的な内外連携（協

力），３）サービス提供システムの質的変化が起こっていることの見通しを得た．小規模特別目的の自治体が

見せたイノベーションの様相は，「地方自治体」（基礎自治体の）のイノベーションの今後の可能性を照射して

いると受けとめられる．

キーワード：自治体組織　　組織イノベーション　　ハウジングオーソリティ

 　　特別目的自治体（special purpose government）　協働（cooperation）

自治体の組織イノベーションと協働（cooperation）

－米国の「特別目的自治体」（ハウジングオーソリティ）における

イノベーションのケーススタディを通じて－



２　日米における自治体組織をめぐる理解の動向

　まず，自治体組織をめぐる日米の理解動向を確認

しておきたい．

2．1　日本の自治体組織研究の動向

　日本の行政学において自治体ないし「行政」組織

について，重厚な研究が進められてきたが，「官僚

制」の研究にウェイトがおかれてれ進展してきたと

いう特長をもつ．とくに，自治体を構成する要素に

おいても，直接選挙によってえらばれる首長と議会

とをうけて，「執行」を担当する行政組織としての

役所についての研究が厚い，選挙によらない職業公

務員が行政活動を専門的におこなう行政組織として，

いわゆる想定される上位のオーソリティを背景に，

立案と執行を主とする行政活動をおこなうと捉えら

れる（金井　2010）．その組織特性として，組織

運営の制度的・機能的側面に着目した管理にかかわ

る管理技術という観点で「官僚制」が討論されてき

た（西尾，1993）．

　現在，組織デザイン論の観点から組織資源として

の管理者という論点からの日本の自治体組織の固有

性の分析（田中ほか　1991）がなされ，「行政官

僚制的アプローチ」の限界が指摘されている．また，

組織文化の概念を用いて，日本の行政組織の独自の

組織文化（「公益観」の措定からくる体系と縛り）

を明らかにされている（中嶋　2000）．また，行

政官僚制としての「行政管理」（執務体制が純粋な

内部管理事項となりやすい点など）という側面が濃

厚であったことを述べ，行政組織を経営学的に捉え

る「行政経営」の必要が提起されている（数家　

2009）．これら自治体組織，行政組織に対する現

実的な問題提起と新たな方向性が示されてきている．

2．2　米国の自治体組織研究

　他方，米国の行政学と組織論においては，官僚制

の問題よりも，異なったニュアンスで展開されてき

た．ヨーロッパに比して議会・行政の仕組みが未成

熟であり社会実験試行の様相が強く，また他方でヨ

ーロッパで見られた官憲的圧力を防ごうとする動機

が米国の為政者たちには当初強くあったが，アメリ

カにおける政府・行政組織研究はそれとの関わりで

発展してきた．第28代米国大統領であり，そして

「アメリカ行政学の創始者」とされるW.ウィルソ

ン（1887年の「行政の研究」論文）i にあっては，

「行政の科学」（science of administration）とい

う点を提唱し，のちの政治学・行政学に影響を与え

た．その脈絡で述べられた「行政の領域は，ビジネ

スの領域である」（The field of administration is 

a field of business）ii という言葉が大きなインパク

トを与えた．

　その後，20世紀初頭に経営学の基として打ち立

てられたテイラーの科学的管理法によって，行政学

が大きな影響を受けることともなり，いわゆる正統

派行政学がおこることとなる．科学的管理法を行政

活動に導入するという観点で，L.D.ホワイトが「行

政を国家目的を達成する上で人と資材の管理」と定

義し，行政にはこの管理を能率的におこなうことが

求められるものとした（1926年の『行政学研究序

説』）iii．この，行政組織の「能率」をもっぱら重視

することへの批判が後のR.ダール，H.A.サイモン，

P .アップルビーなどにより提起されるが（辻　

1983）．基本的には，米国での行政論・行政学は

「科学的管理・経営としての行政」の観点をめぐっ

て進められてきた．

　アメリカの行政学・行政組織研究の流れを概観し

たが，米国においては，当初から，ヨーロッパでみ

られた国王や絶対的統治者の意志を伝え・遂行する

官憲的側面は当初からできるだけ排除されようとさ

れ，そして，経営学の影響を強く受けて行政組織の

「能率」や「経営」にウェイトが置かれてきたもの

であった．

2．3　これまでになかった「自治体組織のイノベー

　ション・組織観関係・サービス供給消費関係の視

　座」が求められている

　ここで見た日米の行政組織研究・自治体組織研究

はそれぞれの脈絡で精緻な議論が積み重ねられてき

たのだが，両者の違いがこれからの議論のポイント

80



を浮かび上がらせてくれる．

　日本の行政組織研究にあって，日本の場合，その

上位の権限（いわゆる「公権力」のことば）を背景

に，立案と執行を主とする行政活動をおこなう「官

僚制」としての組織特性・管理技術が議論されてき

た．かつそれに対して近年各種の限界の指摘と新た

に斬新に提起がなされてきた）のに対して，米国の

それにあっては，「行政を国家目的を達成する上で

人と資材の管理」をいかに効率的に実施できるかの

観点がなされてきた．

　以上の特色と課題から下記の点が挙げられよう，

これらの点が，今後の有効な視点，私たちの視点を

解明する手がかりとなる点ではないかと考える．

〇日本においては，自治体組織／行政組織におい

ては，それ自体が内発的なイノベーションを起

こすという事例も発想もあまりなかった．

〇日本においては，組織間の関わり（in t e r -

　governmental relationship）が，とりわけ基

礎自治体間での関わりについての議論があまり

起きてなかった．

〇日本においても米国においても，自治体組織・

行政組織が供給するサービスの在り方とサービ

ス供給者とサービス消費者の関係があまり論じ

られてこなかった（1980年代のNPM以降よう

やく議論となったが）．かつ，地域社会との関

連性は念頭にされてこなかった．

　つまりこれまで，行政組織の「能率」や「経営」

にウェイトが置かれ（米国），また自治体組織の統

制的関わりにウェイトが置かれてきた（日本）こと

から，自治体という存在がそれ自体で新たな「環

境」に適用したり，連携を模索したりといったこと

は想定されてこなかった．

2．4　イノベーションと協働の関わり

　近年，いわば組織存在論的な見直しが進んできて

おり，組織の機能と意味を明らかにするに，「組織

間関係」が実際にしばしば問題となっていることが

問われるとされる（中嶋　2000）．これまでの統

治や統制的視角よりもむしろ，組織が新たな環境に

関わってゆくプロセス，「組織の環境適応」のよう

な分析視角が有効となのではないかの見通しが必要

であろうことが浮かび上がってくる．つまり，組織

というものの独自の「存在」が，あらな状況や環境

に適応することに動きあるいは迫られることがある．

これは「組織の環境適応（organizational adaption）

と呼ばれ，また組織という「存在」が組織内で，ま

た特に他組織との間に協働（cooperation）をとり

むすぶことに動き出しないは迫られることが出てく

る．とりわけ，これは組織のイノベーションと密接

である．

　K.G.スミス，S.J .キャロルらが経営組織論の観点

から，「組織内外における協働」という大きなプロ

ジェクト（Smith et .a l .　1995）を立ち上げて，

「協働」というものが組織に果たすことに関わる諸

研究の動向をまとめている．

　それによれば，「協働」とは，多様なとらえ方が

あるものの，公約的に言うと，広く認識されている

前提として，協働とは「諸個人，諸グループ，諸組

織が，出会い・交流し・相互利益のための心理的関

係性を作るプロセス」に焦点を当てたものとされる
iv．また，「協働」に関わる理論的問いにかかわる

５つのイシュー（「協働」の選考条件，ダイナミク

ス，アウトカム，理論的見解，研究方法）を前提と

して諸研究の研究をもあわせて検討しているv ので

あるが，その結果，「協働」が諸研究によればコー

ディネーション，コラボレーションとの関わりで，

次の形で効率性や収益性につながるvi とすることが

示されていることを示唆することに触れておきたい．

Ａ．イノベーションと競争上の勝利のために，コ

ーディネーションが必要である．そして，コー

ディネーションの前提をなすのが協働であり，

そしてその協働にはモチベーション的諸要素が

協働のベースとして関連している（B e e r , 

Eisenstat, Spector　1990）．
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Ｂ．協働は，かかわる諸関係者での高い満足度，

質の高い労働関係，多数の解決，高い組織的業

績に関連する（Thomas　1992）．

 

　さて，「組織存在」論の転換が起こりつつあり，

組織存在に力点が置かれる形で，「環境適応」，

「協働」，「組織間関係」といったものとともに，

またそれと密接な「組織イノベーション」の研究が，

企業組織や社会組織とともに自治体組織についても，

提起されてきているということになる．

3　本論文の研究目的と方法

3．1　研究目的

　上記のことから，本論文の研究目的をつぎのこと

に設定する：

自治体の世界における改革／イノベーションと

はどのようなことか，そしてそこにおける「協

働」（cooperation）とは，ザッハリッヒなかた

ちではどのように進展するのか．

3．2　方法

　そして，研究の方法として，実際に組織イノベー

ションを実施した自治体を対象として，そのイノベ

ーションが起こるプロセス，そこでの連携，その帰

結（新たなサービスの創出など）を明らかにする．

　米国には公団のようでありながらも，他の自治体

同様に自治体としての法人格をもつ「特別目的自治

体（special purpose government）というものが

あるが，小規模であり住民に制度的に住民に密着し

ていることから，それ自体で組織イノベーションを

多々おこなっているものである．特に組織イノベー

ションでドラスティックに変化し，他組織との連携

をつくり，そして実質的な住民サービスを創出する

ものと捉えられている．自治体の組織イノベーショ

ンの実際と可能性にアプローチするのにうってつけ

の組織存在であることから，「特別目的自治体」を

テストケースとする．（後述するが，そのなかでの

ハウジングオーソリティを主として扱う．）

4　自治体の諸類と特別目的自治体（s p e c i a l

　purpose government：SPG）

4．1　自治体の諸類と特別目的自治体

　米国の特別目的自治体が，小規模であり，一種な

いし二種程度の仕事（目的）を担当するものであり，

とりわけ近年，地域社会において市民生活のために

大きな働きと存在感をもって展開されてきている

（前山　2020a）．一見日本の「公団」に似た，小

規模な公共団体であるが，そこに「自治体」

（government）の法的位格が与えられているので

あり，水道公団や地域の歴史市場の歴史保存と経営，

また低所得者のための公営住宅を担当するハウジン

グオーソリティといった各種の形で市民の生活サー

ビスを広範に担っているものである（名称としては，

Schoo l D i s t r i c t，Pub l i c Au thor i t y，Di s t r i c t 

Author i tyといった名称が与えられている）．州自

治 体 ， 市 自 治 体 と い っ た 一 般 目 的 の 自 治 体

（general purpose government）の下位にあるよ

うな形であり，そして，州自治体，市自治体とほぼ

同数の３万８千団体以上の規模で市民生活をささえ

ているものである．米国の市民生活はこの特別目的

自治体なしには実は成り立たないほどのものとなっ

ているのだが，そこにおいては，日本にはない形で，

①市民が実質的に担う自治体の姿（市民が支えるロ

ーカルガバメント），②「市民が担う自治体」だか

らこそ可能な，人を助けることにつながる社会サー

ビスの在り方が進んでいる．

米国の自治体の諸類型

　米国において，自治体（local government）は，

下記のようにいくつかの種別からなっていることに

も触れておきたい．

　市自治体やタウンシップ自治体は，日本の市町村

に該当し，市区域地域の住民の生活にかかわること

を広範に扱う．これら市・タウンシップ・カウンテ

ィなどの自治体は，州政府によって設置されるもの
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であるが，全米でおおよそ３万８千団体がある．

　これに対して，特別目的自治体は，その仕事とし

ては，限られた仕事に限定されたかたちで，州政府

により（ないしは州政府に委託を受けた市自治体に

より）創出されるものである．その仕事は，公立学

校経営，空港島の公共交通，ハウジングおよびコミ

ュニティ開発，墓地，産業開発，矯正施設，図書館，

病院，住宅ローン，電気，ガス，上水道，下水道，

自然資源，健康，公園とレクリエーション，駐車場，

高速道路，港湾といったものの運営・経営にかかわ

るものである．

　こうした特別目的の仕事に限定されて設置された

特別目的自治体としての「ディストリクト自治体」

は，先に述べたように，３万８千団体が駆動してお

り，ほぼ市自治体等の一般目的自治体と同数存在し

ており，いかに米国の地域社会での人々の生活をさ

さえるものとして展開されているかうかがえる．

自治体組織の組織制度上の多様性

　実は，研究の過程において，さらに一つのことに

気付くこととなった．市自治体（一般目的自治体）

と，各種の「ディストリクト自治体」や「ハウジン

グオーソリティ」などの特別目的自治体とは，組織

の法的位格としては自治体（local government）

の形態ではあるが，独自の服務規程，供与体系を設

置することが可能であるのみならず，現実的にガバ

ナンスの形が違い，いわば「自治体」や「行政」・

公官庁の世界においても組織に多様性があるという

ことになる．

4．2　特別目的自治体諸類型とイ

　ノベーションに長けた「ハウジ

　ングオーソリティ」

　「ハウジングオーソリティ」は，

特別目的自治体の一種として，全

米各州において設置され，Local 

h o u s i n g a u t h o r i t y（LHA），

p u b l i c h o u s i n g a u t h o r i t y

（PHA）とも呼ばれるので，米国

全土で現在3960団体存在するvii．

　おおよそ８千200万戸の住宅が存在する米国にお

いて，ハウジングに関わることがらがGDPの18％

と大きな経済的比重を占めるハウジングの領域にお

いてviii 持ち家，空き家，集合住宅，新建築，貸家，

貸付などにかかわる公共住宅は米国において，実に

GDPの４％を占めているix．全米約4000組織のハ

ウジングオーソリティが，低所得者のための「アフ

ォーダブル住宅」と通常住宅を含む，の公共住宅

1,200万戸を広範に担当している．

　ハウジングオーソリティの設置は，連邦政府との

契約締結（ACCｓ）xが前提とされ，連邦政府との接

続が強いものとして設計されているxi．その設置自

体は，大恐慌の影響で多くが住居を失った状況にあ

って，公共住宅を作ろうとするニューディール政策

の外縁的な形で提起されたものであり，1937年連

邦住宅法（United States Housing Act）により設

置されたものである．当初は，大恐慌で一時的に困

窮に陥り住居を手放したことのための一時避難シェ

ルターとしての意味合いで設置され，ミドルクラス

の利用者が主であったが，1950年代から60年代に

は恒常的に貧困に固定された層にシフトすることと

なった．そこで，公共住宅のイメージは悪化して，

「官製のスラム」と呼ばれることがあった．

　現在，全米において，その事業内容と規模から

「シカゴハウジングオーソリティ」「ニューヨーク

ハウジングオーソリティ」「ロサンゼルスハウジン

グオーソリティ」「サンフランシスコハウジングオ

ーソリティ」「タコマハウジングオーソリティ」が

規模が大きくかつ事業展開の上で著名なものとして

知られている．
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   <自治体の種別名＞       ＜団体数＞ 

一般目的自治体（general purpose government）   38,910  

  群自治体（county）, 基礎自治体（city, township） 

 特別目的自治体（special purpose government）  51,146 

  スクールディストリクト（school district）     (12,880) 

  ディストリクト自治体（district）     （38,266） 

   スペシャルディストリクト（special district） 

パブリックオーソリティ(public authority, housing authority) 

（典拠：U.S Census Beauroau, 2013, Local Governments by Type and State 2012；前山，
2020a，35，51頁より作成）．



ハウジングオーソリティの公共住宅の荒廃

　1960年代以降，全米のハウジングオーソリティ

にあっては賃貸業務が主たる業務であり，劣化・空

戸，居住する住民を危険かつ孤立した状態においや

ってきていることの問題が指摘されるに至った．そ

れに対して，連邦議会が「深刻な荒廃にある公共住

宅に関する国家委員会」（NC S D PH）を設置し

（1989年），最終報告書が報告された（1992年）
xii．

　報告書では，全米のハウジングオーソリティにあ

っての公共住宅についての状況が三つの点で示され

た．

①　全米において８万6000戸の公共住宅ストッ

クが「深刻な荒廃にある公共住宅」naiない

しそれに近い状態にあるとされた．

②　住民は失望のうちに生活し，高度なレベルの

社会的なサービスおよび支援サービスを受け

る必要がある．さらに，建物がモノとして劣

化し，関連コミュニティは経済的にまた社会

的に荒廃しており，犯罪活動の存在，高い空

戸率，住民のための安全対策の必要が広がっ

ている．

③　深刻な荒廃にある建物には，総合的な対応の

アプローチが求められ，フィジカルでかつ社

会的な諸問題が扱われる必要がある，ことが

提起された．

　この現状分析の報告を受けて，連邦議会は，「都

市再活性化戦略」，すなわちHOPE VI（the Housing 

Opportunity for People Everyone）を同年秋に定

めることとなった．

ハウジングオーソリティのイノベーション

　この状況において，ハウジングオーソリティはそ

の存在理由を問われ，廃止か自己改革かを迫られた．

多くのハウジングオーソリティにあっては，設置し

た市自治体の協力も得ながら，自己改革の道を選ん

だ．何年がかりではあったか，単なる賃貸事業のみ

ならず開発機能をも身に着ける組織イノベーション

がすすめられ，その結果新たな住民のためのサービ

スが創出されたとされる．また，他組織との開発で

の連携が進んだとされる．

　自治体の組織イノベーションとして，大きくかつ

意味深いと感じさせるが，次に実際の事例をベンチ

マークとして検討したい．

5　テストケース：「タコマハウジングオーソリテ

　ィ」（THA）の組織イノベーションの実際

　ハウジングオーソリティにおける組織イノベーシ

ョンの代表的事例としてハウジングオーソリティを

扱うにあたり，ここでは，ワシントン州タコマ市に

あ る ，「 タ コ マ ハ ウ ジ ン グ オ ー ソ リ テ ィ 」

（Tacoma Housing Authority：THA）を俎上にあ

げる．タコマハウジングオーソリティは，上述のよ

うに，全米でも有数の規模のハウジングオーソリテ

ィである．

　そのフラッグシップとしての開発サイトは，「サ

リシェン」という住宅サイトであり，第二次正解大

戦期の1941年に帰還兵や低位格の軍従事者が多く

住む公共住宅サイトとして2000住戸が設置された．

　後述の組織イノベーション以降，2001年以降現

在にわたり，後に触れるHOPEⅥ再開発プログラム

によって，連邦からの補助金，タコマ市からの補助

金，タックスクレジット投資者による資金，土地売

却費，公債などから実施された大規模再開発となり，

三つのフェーズ段階での建設が進められた．

　第一フェーズは，借家，持ち家，シニアハウジン

グを含み2005年に工期が終了した．第二フェーズ

は，借家，持ち家，診療所，公園，遊戯エリアが設

けられ，第三フェーズでは，借家，持ち家が設置さ

れた．これら３フェーズをあわせて，サリシェン全

体では，2018の年現在で，持ち家が393戸，賃貸

家屋が741の，総計1134戸が建設された（図表１）．

このサイト開発は全米的に著名なものとなっている．
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図表１　サリシェン住宅サイト

5．1　組織イノベーションにかかわる経緯

　1950年代には，同地区サイトは，荒廃が進行し

てしまった．同地区の平均年収は1900ドル以下と

いう低所得エリアとなり，犯罪が多発するエリアと

なった．1955年調査では，犯罪，ドラッグ，売春，

殺人事件の評判が長くサリシェンを苦しめ続け，

90年代に至るまでそれらへの対応に追われた．

　けれども，さきの「公共住宅に関する国家委員

会」は，その調査において，全米の13の主要ハウ

ジングオーソリティの調査の結果，多くの，そして

まさにタコマハウジングオーソリティについて, 懸

念を示していた（ワーキングペーパー）xiii．サリシ

ェンのサイトについて，「すぐに改善措置を施さな

いと，即，多くのストックが「深刻な荒廃」に転落

してしまうものと捉えられた．

図表２　「深刻な荒廃にある公共住宅に関する国家

　　　委員会」（NCSDPH）報告書・ワーキングペ

　　　ーパー）

　この危機的状態を前に，同オーソリティを設置し

たタコマ市自治体の，エバーソール市長は，新たな

評議員メンバーを任命し，連邦の住宅都市開発省と

連携をとらせ，そして同オーソリティの執行局長に，

HOPEIVを他で手掛けたベテランをリクルートする

というかたちで動いた（下記）．

HOPE VIにむけての主要フォーメーションの新設

　「賃貸支援事業」（rental assistance program）

にのみ従事していたことから，再開発や住民とのセ

ッション，申請業務というものに全く経験もスキル

もなかったタコマハウジングオーソリティが，新た

なイノベーションに着手したまさにその時であった．
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「サリシェン」第二フェーズ 

（工期）エリア 

「サリシェン」第１フェーズ 

（工期）エリア 

「サリシェン」第３フェーズ 

（工期）エリア 

＜住戸＞ 

賃貸 741 戸； 

建売一戸建 393 戸 

（2006 年から販売等開始） 

＜タコマハウジングオーソリティ＞ 

 ・執行局長の登用（Peter Ansara：ニュージャージー州より） 

  HOPE VI 着手にむけての執行体制をつくる   

＜協力する専門家のリクルート＞ 

 ・建築家（Torti Gallas：メリーランド州本拠） 

  サリシェン地区コミュニティのデザインのための 

住民とのプランニングセッションと設計 

 ・助成金ライター 

         情報収集と申請作業 

（典拠：Tacoma Housing Authorityホームページ 
　　　　（www.tacomahousing.net）に加筆；前山，2000a）

（典拠：HUD，Working Papers on Identifying and Addressing 
Severely Distressed Public Housing -  of the National 
Commission on Severely Distressed Public Housing (December 
1992, Washington.D.C.）



その結果，2001年に3500万ドル（380億円相

当）のHOPE VI補助金を獲得することに成功した．

　まさに，「タコマハウジングオーソリティは自ら

の組織のうちに，この能力を耕すことを選んだので

あった」（Montange，2015）．

5．2　組織イノベーション

　ここで進められた組織イノベーションは，主に三

つの形で取り組まれている．

①　ハウジングオーソリティHousing Authority組

　織系統改革

　まず第一に，執行局長に実務経験者を雇用し，組

織ガバナンスを開発の事業ができるための実質的な

ものとする組織改革をおこなった．

　現在の組織図（図表３）に，開発機能にそっての

フォーメーションがさらにみうけられるが，「利用

者サービス局」，申請やコンプライアンス関係を担

当する「行政・資産経営局」，サリシェンサイトの

資産を担当する「資産マネジメント局」，「コミュ

ニティリソース」を担当する副執行局長などが設置

された．

②　ハウジングオーソリティにおける「開発能力」

　の獲得　－ディベロッパー能力・資金マネジメン

　ト能力

　イノベーションにおいては，民間住宅およびタッ

クスクレジット市場との接合をどのようにするのか

という課題，タコマハウジングオーソリティ自体に

とっての新たなビジネスラインをつくるという課題

に対応する準備を４年ほどかけて行った．この過程

で，民間企業ローリグ社（Lorig）と連携して，訓

練を通じてディベロッパーとしてのスキルを身に着

ける努力がなされた．そしてまた，サリシェンサイ

トのインフラストラクチャーの交換工事で２億

8500ドル（約302億円）という莫大な資金がかる

ことに着手したことから，州や自治体という「公」

と，「民間」からの両方からという「資金マネジメ

ントのハイブリッドの流れ」が編み出されることと

なった（図表４）．このための「資金マネジメント

の能力」が求められ，それを構築する努力が進めら

れた．

図表３　タコマハウジングオーソリティ（THA）組

　　　織図（2015年）

図表４　タコマハウジングオーソリティにおける資

　　　金獲得のハイブリッドの流れ

③　ビジネスラインの形成　－HA自らがプラット

　フォームとなってのビジネスライン構築

　実際の工事実施において，関連の企業等とビジネ
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評議会（board ofcom m issioners）

執行局長

（E xecutive D irector）

副執行局長 主任運営担当役員

○コミュニテ

ィリソースプ

ランナー

○コミュニケ

ーションスペ

シャリスト

○プランニン

グアナリスト

○プロジェク

トマネージャ

ー

財政局長 不動産開

発局長

利用者サー

ビス局長

人事関係

局長

行政・資産

経営局長

資産マネジ

メント局長

行政・資産

経営次長

人事マネ

ージャー

局長補佐

○信用財政

マネージャ

ー

○上級会計

○会計スペ

シャリスト

○財政マネ

ージャー

○信用財政

マネージャ

ー

○上級会計

○会計スペ

シャリスト

財政マネー

ジャー

部 門 マネ ジ

ャー

利 用 者

サ ー ビ

ス次長

賃 貸 関

係次長

○プログ

ラムマネ

ージャー

○プログ

ラムスペ

シャリス

ト

○ケース

ワーカー

○プログ

ラムマネ

ージャー

○プログ

ラムスペ

シャリス

ト
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ワーカー

○オフィ
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タント

○賃貸ア

シスタン

トマネー

ジャー
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スアシス
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○ IT マ

ネージャ

ー

○ IT ア

ナリスト

○ IT シ

ステム実

施者

○ IT ヘ

ルプデス

ク

○上級オ

フィスア

シスタン

ト

○申請関

係

○資産マ

ネージャ

ー・家族

資産

○資産マ

ネジメン

トアシス

タント

○資産マ

ネージャ

ー・シニ

アサイト

○資産マ

ネジメン

トアシス

タント

○ R A D

マネージ

ャー

○コンプ

ライアン

ス監査

○公民権

監査

○データ

スペシャ
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スプロセ
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ジ ャ ー

（サリシ

ェン）

○サイト

マネージ
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スペシャ

リスト
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THA の資金の利用（2017 年）
実 施 に か か る

THA 支出全体 

$5,333 万 

賃貸支援関係

＄2,943 ※ 資 産 管 理 費

＄4,193 万 

都市住宅省

より＄33，64

＜賃貸支援関係費の内訳＞※ 

民間地主支払いバウチャー61%； 

プロジェクトバウチャー（THA へ支払）28% 

プロジェクトバウチャー（THA 以外へ支払）7% 

キング郡 4% 

（典拠：Tacoma Housing Authority 2017, Board of 
Commissioners Board Packet（February 25, 2015）に
一部加筆）

（典拠：Tacoma Housing Authority, 2017, Board of 
Commissioners Board Packet（January 17, 2017）；
前山，2020a）



スラインをつくりながら推進することとなった．ま

ず，公共住宅631住戸の建設にあっては，「ウォル

シュ社」（Walsh）がタコマハウジングオーソリテ

ィとのメインコントラクターとなり，そのもとに各

種の企業に仕事を割り振る形である．

　また，市場価格ベースでの持ち家387住戸の建設

にあたっては，数社が建築にあたった（Quadrant 

Home, DR Hoton, Benjamin Ryan Communities, 

Habitat for Humanitなど）．

　とりわけ，見逃せないことは，タコマハウジング

オーソリティが，単なるアウトソーシングの総元締

めということではなくて，自らが開発をおこない，

多くの企業がハウジング建設にコミットするにあた

っての「プラットフォーム」をなすとともに，自ら

が柔軟にマネジメントのアウトソーシングとその戻

し入れをおこなうことができる，ということである．

5．3　新たな住民サービスの創出

  組織イノベーションに取り組んだことを通じて，

特徴的であり，かつ住民の生活や人生キャリアにむ

けての基盤をささえる，新たな住民サービスの創出

に至った．

①　「所得が混在したコミュニティ」（mixed-income

　community）の開発

　このプログラムは，公共住宅のエリアを，公

共住宅と民間住宅のハイブリッドな所得混交の

エリアに作り変えようとするHOPE VIの方針に

沿って推進されてきているxiv．エリア内の低所

得者や貧困層の子どもたちが，より所得の高い

家族のライフスタイルを見ることになり，学ぶ

ことにより，貧困からの脱却の道を見出し，よ

り豊かなライフスタイル・キャリアを身に着けると

いう発想に基づいている．

　タコマハウジングオーソリティは，複数の住宅形

態を整えて，「所得が混在したコミュニティ」ない

し「所得が混在したハウジング」を推進してきた. 

フェーズ１からフェーズ３までのエリアの開発全行

程で下記の形で住宅形態が設定され，多様な住宅形

態が進んだxv．

　公共住宅（セクション８を住宅含む）　631戸

　高齢者住宅（セクション202）　　　　110戸

　持ち家（AMIの60％より下の世帯用）　109戸

　この「所得が混在したコミュニティ」政策につい

ては，混合が進み社会的再分配にプラスになったと

評価する声（Popkin，2006）と，公共住宅の住民

の社会的ネットワークや場所への愛着を無視するも

のだとする批判がある（Laakso，2013；Manzo, 

Kleit & Couch，2008）．

②　サリシェンサイトにおける住民代表組織

　新サリシェン建設サイトにおいて，いくつかの住

民組織が設置された（図表５）．これらの組織は基

本的に，住民のために，諸活動を実施する．例えば，

「コミュニティ健康アドボカシー」の団体では住民

のために，コミュニティキッチン企画や，映画の夜，

運動クラス，子どものクラス等の活動をおこなって

いる．

図表５　住民とタコマハウジングオーソリティの結

び目の役割を担う住民代表組織

　ちなみに，住民とタコマハウジングオーソリティ

の結び目の役割を担う「住民カウンシル」の住民団

体は，活発な住民活動によって多くの住民の関心を

ひいてきたとされる．

③　家族および住民の自己自立・充足（Fam i l y  

　Self Sufficiency）プログラム

　まず，タコマハウジングオーソリティは，「家族
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組織名 構成員, 特色 備考 

住民カウンシル 

（Resident Council） 

住民の代表者たち；住民と

THA のリエゾン 

住宅都市開発省により設置

が定められている 

サリシェン協会 

（The Salishan Association）

ホームオーナーたちの組

織. THA からの人と家所有

者たちが含まれる.  

定期的に「タウンホールミ

ーティング」が会開催され

ている.  

コミュニティ健康アドボカ

シー 

（Community Health 

Advocates）

ホームオーナーたちと住民

からなる；サリシェンにお

ける健康について提言す

る.  

「コミュニティキッチン」, 

映画の夜, 運動クラス, 子

どものクラス等の活動をお

こなう.  

（典拠：Tacoma Housing Authority, 2019, Board of Commissioners 
Board Packet（January 23, 2019）（January 17, 2017）；前山，
2020a）



の自己自立・充足」事業という社会サービスのため

に，「コミュニティサービス部」を設けて，かつて

３人だったスタッフの数を15人に増やした．

　「家族の自己自立・充足」事業の目的は，差別な

どの障害を越えて，低所得者の人・家族が収入を増

やし，財務能力を構築でき，労働市場につなげるこ

とにある．

　この大枠はHOPE VIに沿うものであるが，実際

に即して，いくつかのプログラムは，大きな成果を

上げている．具体的には，「住民の就業」，「持ち家

についてのカウンセリング」，「住民経営のビジネ

スの立ち上げ」が，良好な成果をあげた．他方，ジ

ョブ技能訓練，GED教室，外国人用英語教（ESL）

教室は，所期のゴールにまでは届かないことが多か

った．

　2010年に，タコマハウジングオーソリティは，

多数のハウジングオーソリティの中から選ばれて，

実践的に始動し成果をあげているものに与えられる

「Moving to Work」というステイタス称号を連邦

政府から獲得した．このとき，全米約3,400団体

（当時）のハウジングオーソリティのうち，39の

オーソリティが獲得したものであるxvi．

 以上にあって，新たに創出された住民サ

ービス，特に②と③は，賃貸支援事業時代

とは比べ物にならないほど住民の生活と要

請に密着しており，住民との距離の近さとともに柔

軟なサービス供給（サービスの生産－供給－フィー

ドバック）が可能な形で住民の満足度が高く，高い

評価を得ている．組織イノベーションの遂行なしに

は実施し得なかった事業であるといえよう．

6　タコマハウジングオーソリティの組織イノベー

　ションで獲得された協働（cooperation）

 ここにおいて最後に，ハウジングオーソリティが

組織イノベーションをおこなう過程で，組織が新た

な環境に「適応」する過程で，その帰結として，ど

のような「協働」（cooperat ion）が生成したのか

を確認しておきたい．（タコマハウジングオーソリ

ティにあっては，賃貸事業しか知らなかったハウジ

ングオーソリティが，開発ができるエージェンシー

になるかどうかに迫られるという「組織の環境適

応」が問われたということであった．）次の三つの

協働が認められた．

①　ディベロッパー業務における「協働」～「資金

　信用にもとづく協働」

　1990年代の「賃貸支援事業」から脱皮して，開

発地サイトの再開発を担うことへ転換したことから，

資金関係の「協働」が生まれてきた．まず，2001

年にはHOPEⅥ補助金3500万ドル（38億５千万円

相当）を得て，サリシェンの活性化に着手すること

となったが，さらにデモリション，新たなインフラ

建設にむけて必要となることが判明した約２億ドル

（220億円相当）が必要であり，さらに州や地域の

自治体，また民間企業からの資金を得ることが急務

であり，そこで，「資金獲得のハイブリッドの流

れ」が編み出されることとなった（同上図表４）．

次に，投資減税，タックスクレジット（「低所得住

宅タックスクレジット」LIHTC）の実施にむけて投

資機関からの資金の流れも構築された．

　まずもって，ここにおいて，「資金信用にもとづ

く協働」（cooperation based on Fund Credit）

が構築されてきている．

②　ディベロッパー業務における「コントラクター

　協働」

　建設工事においては，公共住宅631住戸の建設に

あっては，「ウォルシュ社」（Walsh）がタコマハウ

ジングオーソリティとのメインコントラクターとな

り，そのもとに各種の企業に仕事を割り振る形であ

る．市場価格ベースでの持ち家387住戸の建設にあ

たっては，数社が建築にあたった（Qu a d r a n t 

Home, DR Hoton, Benjamin Ryan Communities, 

Habitat for Humanitなど）．なお，「ウェルシュ

社」が，タコマハウジングオーソリティがディベロ
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ッパーとしての各種の技能を習得するにむけて，各

種研修を提供し得支援したことは述べた．

　ここにおいて，タコマハウジングオーソリティと

「ウォルス社」および関連数社とのコントラクター

関係，またタコマハウジングオーソリティがプラッ

トフォームとしての受け皿として，そこで駆動する

関連各社との協働，「コントラクター協働」

（cooperation as contractors' relationship）が

生まれている．

④　サイト住戸居住者の代表地域組織との「協働」 

　－「 地域コモンズのための協働」

　タコマハウジングオーソリティは，サリシェン地

区サイトにおいて，問題検討やコミュニケーション

をおこなうための地区の住民代表組織が立ち上がる

ことを支援し，運営を支援している．それは，意見

の吸い上げ，問題意識の共有，課題にむけての討議

など，住民の意向とハウジングオーソリティとのコ

ミュニケーションを測るためになされている．そし

てそのコミュニケーションは，単に状況や課題を共

有するだけではなく，それによって「サリシェン」

という地域の空間資源たる地域コモンズをお互いの

立場から良好に維持するためのものである．いわば，

「地域コモンズのための協働」（cooperation for 

sustaining area-commons）である．

　以上から見ると，タコマハウジングオーソリティ

が組織イノベーションを実施する過程で，各種のセ

クター，諸エージェントと，「資金信用にもとづく

協働」「コントラクター協働」「地域コモンズのた

めの協働」という形の協働関係を作ってきている．

7　自治体の世界における改革／イノベーションと

　はどのようなことかの問い

　本稿は，これまでの組織論の動向を見て，自治体

組織の「存在論」，「組織の環境適応」，「内発的イ

ノベーション」という．行政組織研究に必要な視点

を析出したことから，次の問題設定に取り組むとし

た．

自治体の世界における改革／イノベーションと

はどのようなことか，そしてそこにおける「協

働」（cooperat ion）とは，ザッハリッヒなか

たちではどのように進展するのか．

　そして，自治体組織の「存在論」，「組織の環境

適応」，「内発的イノベーション」という，行政組織

研究に必要な視点から，とくに「特別目的自治体」

（special purpose government）という，小規模

の特定目的に特化した自治体に着目した．これまで

の自治体のありかたと経緯・存在がだいぶ異なり，

いわば社会実験のような自治体に着目し，そこで起

きた顕著な組織イノベーションを検討した．具体的

には，全米に約4000団体存在する「ハウジングオ

ーソリティ」自治体に着目し，とりわけ顕著な展開

を示した「タコマハウジングオーソリティ」で起こ

った組織イノベーションの事例を経緯と概要，また

そのベースに即して検討した．

　とりわけ，そこにおいて，①ディベロッパー業務

における「協働」（「資金信用にもとづく協働」，②

ディベロッパー業務における「コンストラクター協

働」，③サイト住戸居住者の代表地域組織との「協

働」（地域コモンズに関わる協働）という，相手と

内容の質からなる，三つの協働の相が現れたことを

得た．

　（なお，今回は，組織間協働inter-organizational 

cooperationに研究のウェイトがある．さらに今後

の課題として，組織内協働に，成文的構造-自生的

構造の視点をもって，別の機会にとりくみたいと考

える．）

　最期に，今回の成果を敷衍することで，自治体組

織の地平における組織イノベーションにおけるいく

つかの枢要なイノベーション基盤が下記のようなか

たちであるのではないかと捉えている．これを見通

しとして触れて，最後としたい．

　「自己変革を支える内発力」

　「イノベーションの特質としての内外連携」

　「対象の近さとサービス提供の質的転換」

　　（これらの見通しのスケッチを註において記し

　　　ておきたい．xvii）
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xvi　具体的には，大人にはケースマネージャーと

定期的にミーティングを行い財政的独立のための

計画づくりをし，また18歳以下の青少年には学校

給食の支援（バウチャー）などで教育支援をおこ

ない，18歳になると，補助された住宅に居住し続

けるために，学校をつづけるか，働きはじめるか

の検討と支援を行うというものである．

xvii

「自己変革を支える内発力」

　第一　＜組織自己改革での各種能力・技能の獲

　　　　得＞

　第二　＜組織イノベーションを推進できる「権

　　　　限」の確立＞

　第三　＜目的ドリブンの組織改革

　　　　（purpose-driven）＞

「組織イノベーションの特質としての内外連携」

　第一　＜組織内イノベーションと外部組織との

　　　　協働の同時出現進行＞

　第二　＜内部中心主義の執務体制から，外部と

　　　　のやりとり重視の執務体制へ＞

　第三　＜組織イノベーションにおける協働　－

　　　　他組織・外部に目が開かれ，協働が不可

　　　　欠であるとの意識が醸成される＞

　第四　＜利益視点ではなく，居住者の便益視点

　　　　へ＞

　

「対象の近さとサービス供給の質的転換」

V.オストロム（Ostrom 1977）の観点
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Organizational Innovation and Cooperation in local governments
- Through the test case of innovations of Housing Authority, Special Purpose Govern-

ment in U.S.-

Soichiro MAEYAMA

This paper focuses on the "potential for organizational innovation" in our drastically changing societies. In order to 

articulate what organizational innovation could provide to local governments/governmental organizations, as the test 

case we took the innovations of "special purpose government (SPGs), small governments with special purpose/tasks in 

the US. From the view point of organizational studies focused on "organizational adaptation" and "collaboration" as the 

methodological points.

　 As a test-case, among other SPGs, we focused on housing authorities, especially Tacoma Housing Authority: 

THA (Tacoma, Washington) that experienced a notable organizational innovation.

 Forced by social changes and pressure from federal HUD, THA that had just affordable-rent function, began an 

organizational transformation after 2000. It dramatically transformed itself into a new form, taking on new "develop-

ment" functions such as 1) establishing a new organizational structure, 2) establishing new development functions , and 

3) establishing new business lines with various agents. Through the analysis we acquired the three types of “coopera-

tion” that appeared during the organizational innovation.

 Furthermore, we acquired the following prospect that would be beneficial to address hereafter: 1) intrinsic 

forces that drive self-transformation, 2) substantial and multifaceted internal and external cooperation as a feature of 

organizational change, and 3) qualitative changes occurred in service delivery. The aspects of innovation shown by SPGs 

is perceived to shed lights on the possible innovations in "local governments" (municipalities).
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